
厚生労働省における取組について   



平成20年12月   

平成21年度医薬分業推進関係予算案の概要  

厚生労働省医薬食品局総務課  

2．．薬剤師名簿登録管理・検索費  14．441（ 9，382）   

国民が医療を受ける際の適切な選択に資するため、 
で氏名等により薬剤師資格等の確認を行えるようにするためのシステムの管理運  
用を行う。  

平成21年度予算案  241．298千円   

平成20年度予算額  353，789千円  
3．医薬分業推進費  51．801（70．930）  

（り 医薬分業啓発普及車  4．324（ 4，671）   
「薬と健康の週間」（10月17日～23日）にあわせて、医薬分業及び医薬   
品の適正使用等について、広く国民に普及啓発させるためのポスター等を作成す   
る。   

（2）医薬分業推進指導者講習会費  221（  379）   

地域毎に医薬分業に関して薬局等を指導できる者を育成するため、各都道府県   
職員等に対する講習会を開催する。   

（3）薬局ヒヤリ1ハット事例収集・分析事業費  

47，256（65．880）   

薬局における医療安全の確保を図るため、ヒヤリ・ハット事例等を収集し、集   
積した情報の分析・評価を行う。   
（補助先：（財）日本医療機能評価機構、補助率：定額）  

【事項別】  
［単位：千円］  

21年度予算案（20年度予算額）   

1．薬剤師養成事業費  175，056（266．302）  

（1）薬剤師養成問題等検討貴  4，291（ 6．566）   
薬剤師の再教育講習会の開催や薬剤師需給の将来動向など薬剤師養成に係る諸   
課題について検討を行う。   

（2）指導薬剤師実務実習実施講習会経費  40，730（68，911）   
薬学教育6年制課程における実務実習の開始に向けて、実習受入施設となる   

薬局・病院において実習生の指導に当たる指導薬剤師を養成するための研修を   

実施する。   
（補助先：（財）日本薬剤師研修センター、補助率：定額）   

（3）4年制卒薬剤師研修事業費  15，200（76，000）   

薬学教育6年制の導入を踏まえ、薬局・病院等に勤務する薬剤師の資質向上の   

ための研修事業として、医療薬学分野を中心とした研修を実施する。   
（補助先：（財）日本薬剤師研修センター、補助率：定額）   

（4）専門薬剤師研修事業費  114，835（114．825）   
がん薬物療法等の専門分野における高度な知識・技能を有するがん専門薬剤師   
を養成するため、一定の実務経験を有する勤務薬剤師を対象に研修を実施する。   
（補助先：（社）日本病院薬剤師会、補助率：定額）  

4・即  
施設：保健衛生施設等施設整備費補助金  

設備：保健衛生施設等設備整備費補助金   

使用頻度の低い医薬品の備蓄と薬局への譲渡、医薬品情報の収集■提供、休日  
・夜間時の調剤などの業務を行う薬剤師会（法人）が設置する医薬分業推進支援   

センターの施設及び設備に要する経費の補助を行う。   
（補助先：都道府県薬剤師会等（間接補助）、補助率：1／3）  
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○ また、薬局が医薬品等の供給拠点として地域医療により一層貢献していくことを   

目指し、薬局を医療提供施設に位置付けること等を内容とした「良質な医療を提供   

する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律」が、平成19年4月   

から施行されている。  

医薬分業と薬剤師  

医薬分業の動向について  

平成19年度の医薬分業率の上位・下位10都道府県（日本薬剤師会調べ）  ○ 医薬分業は順調に進展しており、平成19年度の処方せん枚数は約6億6千万枚、   

医薬分業率は57．2％、対前年度比1．4ポイント増となっている。  

○ 医薬分業の進展を支援するとともに、かかりつけ薬局の育成を図り、医薬分業の   

メリットがさらに広く国民に受け入れられるよう、平成20年度において、次の   

事業を実施している。  

ア）医薬分業推進支援センターの施設・設備整備費  

使用頻度の低い医薬品の備蓄・薬局への譲渡、医薬品情報の収集・提供、  

休日・夜間時の調剤等の業務を行う医薬分業推進支援センターの施設・設備の  

整備を行う。（平成4年度～）  

イ）医薬分業啓発普及費  

医薬分業を広く国民に普及させるため、特に「薬と健康の週間」において、  

医薬品の適正使用、かかりつけ薬局等についての啓発ポスター等を作成し、  

医薬分業を推進する。（昭和50年度～）  

ウ）薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業費  

薬局における医療安全の確保を図るため、ヒヤリ・ハット事例を収集し、  

集積した情報の分析評価を行う。（平成20年度～）  

エ）医薬分業計画等策定事業費  

医薬分業の進展状況等の地域の実情に即した医薬分業推進計画モデルと、  

医療連携体制における薬局の役割や在宅医療における薬局の関与等に関する  

医療計画モデルの策定数を拡大し、都道府県に提示することを通じ医薬分業の  

一層の推進を図る。（平成19年度・平成20年度）  

上位10都道府＝県  （％）  下位10都道府県  （％）  

順 位  苗帥㌣も  分業率   

秋田県  75．0   

2  神奈川県  72．1   

3   佐賀県  71．8   

4   新潟県  69．4   

5   宮城県  68．2   

6   東京都  67．6   

7   北海道  65．8   

8   沖縄県  65．7   

9   宮崎県  65．0   

9   岩手県  65．0  

順 位  縦府県名  分業率   

38   奈良県  42．5   

38   群馬県  42．5   

38   大阪府  42．5   

41   愛媛県  39．1   

42   石川県  38．6   

43   富山県  37．8   

44   徳島県  37．3   

45   京都府  35．4   

46  和歌山県  32．9   

47   福井県  26．0   

○ 医薬分業を推進するために、引き続き、医薬分業推進支援センターヘの施設・  

設備整備への補助、医薬分業啓発普及等の各事業を推進していく。  

○ 日本医療機能評価機構にて薬局ヒヤリ・ハット事例を収集し、集積した情報の分   

析評価を行い、薬局における医療の安全確保を進める。  
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直近3年の都道府県別処方せん受取率の推移  
単位：％  

平成17年度  平成柑年度  平成19年度  
薬局の現状  

口  秋 田  71．4  口  秋 田  73．5  口  秋 田  75．0   

2  佐 賀  71．3  2  佐 賀  71．8  

3  神奈ハ  70．3  3  神奈Jl  71．2  2  神奈Jl  72．1                3  佐 賀  71．8   
4  新 潟  66．1  4  新 潟  68．3  4  新 潟  69．4   

5  宮 城  65．7  5  宮 城  67．2  5  宮 城  68．2   

6  沖 縄  65．3   6  東 京  66．4  6  東 京  67．6   

7  東 京  65．2  7  沖 縄  65．3   7  北海道  65．8   
8  宮 崎  62．9   8  北海道  64．1  8  沖 縄  65．7   

9  北海道  62．0  

10  千 葉  － 61．2  9  宮 崎  63．9   9  岩 手  65．0           10  岩 手  63．1    宮 崎  65．0   
m  青 森  61．0  皿  千 葉  62．9   皿  青 森  64．1   
12  岩 手  60．7  12  青 森  62．2  12  千 葉  63．9   

13  福 岡  60．5  13  福 岡  62．0  13  福 岡  63．1   

14  長 崎  59．1  14  福 島  62．1   

17  埼 玉  58．2  長 崎  60．1   17  山 梨   61．6   

20  鹿児島  57．4  

21  大 分  57．2  

22  

23   23   

24  広 島  55．3  24  広 島  57．2  24  広 島  58．7   

全  国平均  54．1  全  国平均  55．8  全  国平均  57．2   
25  熊 本  52．9  25  山 形  54．0   25  兵 庫  55．6   
26  兵庫   52．3  26  兵 庫  53．8  山 形  55．2  

山形   52．3  熊 本  53．8  26                   熊 本  54．7   
28  長 野  51．8  28  長 野  52．9  28  長 野  54．1   

29  岐 阜  48．8  29  島 根  51．1  29  島 根  53．3   

30  香 川  48．3  30  岐 阜  50．2  30  滋 賀  51．9   

31  島 根  48．1  31  香Jtl  49．7  31  岐 阜  51．5   

32  岡 山  47．0   32  滋 賀  49．6  32  香 川  51．0   

33  滋 賀  46．6  33  岡 山  48．5  33  岡 山  49．7   

34  高 知  46．4  34  高 知  48．1  34  高 知  49．4   

栃木  
35   三 

35  栃 木  46．7  35  栃 木  48．5  

重   36  愛 知  47．3   

37  愛 知  43．7  37  三 重  45．1  37  三 重  46．4   

38  奈 良  39．6  

39  群 馬  39．3  

40  大 阪  38．6  40  大 阪  40．7  38  奈 良  41．2   38  群 馬  42．5          39  群 馬  41．0    大 阪  42．5                   奈 良  42．5   
41  愛 媛  36．1  41  愛 媛  37．9  41  愛 媛  39．1   

42  徳 島  35．1   42  富 山  36．4  42  石 川  38．6   

43  富 山  34．1  43  徳 島  35．9  43  富 山  37．8   

44  石 川  32．6  44  石 川  35，5  44  徳 島  37．3   

45  京 都  32．3  45  京 都  34．1  45  京 都  35．4   

46  和歌山  29．6  46  和歌山  31．6  46  和歌山  32．9   

47  福 井  20．1  47  福 井  24．3  47  福 井  26．0  

1．医薬分業の状況  

医薬分業は全国的に着実に進展を見せているが、一方で70％を超える県  

から20％台の県まであり、地域的な格差が存在している。  

○ 医薬分業率（全保険）  

年度   14年度  15年度  16年度  17年度  18年度  19年度   

分業率（％）   48．8   51．6  53．8   54．1   55．8   57．2   

処方せん枚数（億枚）  5．85   5．98  6．19  6．45   6．61   6．83   

（日本薬剤師会調べ）  

2．薬局数等  

（1）薬局数  

52，539薬局  （平成19年度末 薬事関係業態数詞べ）  

51，422保険薬局（平成20年4月 支払基金調べ）  

保険薬局数は、平成19年度は約700件増加している。  

○ 薬局数に対する保険薬局数比率の推移  

13年  14年  15年  16年  17年  18年  19年  20年   

薬局数に対する  

保険薬局数（％）  95．5  96．1  95．3  95．4  97．3  97．4  97．6  97．9   

＊保険薬局数は各年4月、薬局数は前年度末時点  

（2）処方せん応需状況  

47，598請求薬局   

全保険薬局のうち92．5 ％（平成19年10月）が処方せんを応需している。  
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薬局、販売業・製造販売業・製造業業態数の年次堆移  

薬局  保険薬局射  一般販売業冥2   薬種商  

販売業   販売業※▲   
昭和35年  21，119  6．388  14．894  106．788  1．879  21．015  364  

36  21．210  6－547  15．395  105．755  2．065  20．879  380  

37  21．020  6，555  14，962  104．481  4．474  20，696  382   

38  21．024  6．974  14．758  78，286  18．701  20．596  428   
39  21．149  7．604  14、943  77．077  18．984  19．671   381  
40  21．428  8．124  14．949  67．798  18．052  19．828  386   

41  21，870  8．776  14．994  65．234  18，792  2．830  401   

42  22．331  9．488  15．065  61．622  18．328  2．771   418   
43  22．922  10．251  15，093  59．728  18．563  2．772  498   

44  23．453  11，013  15．243  56．859  18．182  乙701   463  
45  24，005  11，711  15．559  54．221  18．517  2．886  467  

46  24．467  12，158  15．879  52．100  16，417  2．596  490  

47  25．257  12．654  16．174  49．364  17．882  2．587  502   

48  25．599  12．965  16，374  46．616  17．607  2．526  495   

49  26，012  13．156  16．753  44．206  17．659  2．573  514  

50  26－920  13，277  16，970  41．960  17．579  2，551   541  
51  27，580  13．697  17，506  38．614  け．858  2．391   558  
52  28．366  14．267  17．838  35．234  18，452  2．334  550  

53  28．974  14．700  18．206  32．461  18，370  2．327  562  
54  30．081  15．460  18．539  30．870  18．515  2．243  554  

55  31．346  26．848  16．298  18，831  29．880  18．321  2，235  573   

56  32．371  27．782  16．529  18．947  27．867  18．995  2．220  572   
57  33．287  28．831  8，158  8．705  19▲129  26．297  18．289  2．236  591  

58  33．933  29，546  8，047  9．289  19．238  25，435  17．560  2．394  611  

59  34，689  29，582  8，301  9．619  19．192  23．840  17，334  2．414  620  

60  35．264  29．904  8．615  9．763  19．175  22．372  16．829  2．422  618  

61  35．783  30．389  8．995  9．940  19．108  21．917  16，246  2．500  642   

62  35．914  30．523  9．347  10．323  19．070  20．150  16．065  2．524  661   

63  36．142  30．622  9．734  10．589  19，001  19，068  16．018  2．474  672   
平成元年  

2  

3  

4  

5  

6  

7  748  
8  

9  766  
10   

皿  45．171  41．656  13．694  11．560  15．888  10．403  12．178  2．302  716  
12  46．763  42．873  13．667  11，302  15．622  10．309  11．624  2．313  695  

13  48，252  44．674  12．794  11．202  15．293  9．947  11．628  2．228  658  

14  49．332  46．366  12．397  11．096  15．151  10．038  11．440  2．204  646  

15  49，956  47．008  12．080  1d．896  14，393  9．405  11．075  2，161   637  
16  50，600  47．665  11．813  10．720  13．830  8，757  10．729  2．155  629  

17  51．233  49，242  11．377  10．511  13．197  7．631  10．247  2．946  1．512   

18  51．952  49，902  11．286  10．431  12．715  7．233  10．137  2．727  1．354   
19  52．539  51．，422  11．051  10．245  12．412  6．981  9．922  2．670  1．295   

保険薬局数と請求薬局数の推移（各年度2月調剤分）  

＊請求薬局数／保            険薬局数  

局  請 求 薬 局 数  
保 険 薬  数                l請求数＊   実 数  増加数  指 数  前年比  平 均  実 数  増加数  指 数  前年比  平 均  

軒   軒  ％  ％   軒   ％  ％   ％   
49年  100  7．554  100  32．5  
50年   

51年  24．487  490  105  102．0   9，521  444  126  104．9   38．9   

52年  25．137  650  108  102．7  9，684  163  128  101．7  38．5   

102．7          106．5                          53年  25．874  737  1‖  102．9   10－396  712  138  107．4   40．2   
54年  26．920  1，046  116  104．0  11，316  920  150  108．8  42．0   

55年  27409  489  118  1018   12437  1121  165  1099   454   
56年  28－772  1．363  124  105．0   13，740  1．303  182  110．5   47．8   
57年  29，194  422  126  101．5  14．420  680  191  104．9  49．4   
101．9          104．3                          58年  29，361  167  126  100．6   15，602  1，182  207  108．2   53．1   
59年  29．592   231  127  100．8  15，595  －7  206  100．0  52．7   

60年  30095  503  130  101．7   15283  －312  202  98．0   508   
61年  30．345  250  131  100．8   15．357  74  203  100．5   50．6   
62年  30，222  －123  130  99．6  15．562  205  206  101．3  51．5   
100．8          101．8                          63年  30．543  321  131  101．1   15，610  48  207  100．3   51．1   
元年  30．968  425  133  101．4  16．057  447  213  102．9  51．9   

2年  31288  320  135  101．0   16703  646  221  104．0   53．4   
3年  31，731  443  137  101．4   17，227  524  228  103．1   54．3   

4年  32．434  703  140  102．2  18，648  1，421  247  108．2  57．5   

102．8          109．0                          5年  33，421  987  144  103．0   20．984  2．336  278  112．5   62．8   
6年  34，828  1．407  150  104．2  23．463  2．479  311  111．8  67．4   

7年  35915  1087  155  103．1  25618  2155  339  109．2  71．3   

8年  37．190  1，275  160  103．6   27．956  2，338  370  109．1   75．2   
9年  39．265  2．075  169  105．6  30．885  2，929  409  110．5  78．7   
104．3          108．6                          10年  41．251  1，986  178  105．1   33，933  3．048  449  109．9   82．3   
11年  42．471  1．220  183  103．0  36，264  2，331  480  106．9  85．4   

12年  44349  1878  191  104．4   38756  2492  513  106．9   874   
13年  45．893  1，544  198  103．5   40，674  1，9柑  538  104．9   88．6   
14年  47，331  1，438  204  103．1  42－170  1，496  558  103．7  89．1   
102．3          103．5                          15年  48，182  851  207  101．8   43，368  1，198  574  102．8   90．0   
16年  49，040  858  211  101．8  44，717  1，349  592  103．1  91．2   

17年  49584  524  213  1011   46062  1345  610  1030   929   
18年  50，525  961  217  101．9  46，822  760  620  101．6  92．7   

19年  51，213  688  213  101．4  47，793  971  527  102．1  93．3   

薬事関係業態数調べ（平成8年までは各年12月31日現在。平成9年以降は各年度末現在）  

※1：保険薬局については支払基金調べ（各年4月現在）  

※2：一般販売業について、昭和57年より卸売業者の統計を開始。  
※3：製造業は薬局製造業を除く。ただし昭和40年以前は薬局製造業を含む。  

※4：平成17年度より輸入販売業態は該当なし。  

※5：製造販売業は薬局製造販売業を除く。  
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③薬事関係業態数調（平成19年度未現在）  平成20年10月31日  

医薬良品局総務課総務操  
情況、野原 ∝ト5253－1111内線2708  

医  薬  
製 造l転 売 業  製  造  業  一 般 販 売 業    薬種商  

試合計  総 数                   薬 局  
販売業   

1北海道  ：9．245  5，643  36：l    10  

4  

67  

161  

4   

6山 形  6，ニ43  1．25：’  59  1  

10   

78  

」5   

p   

11埼 玉  18，575  5．077  304  8  ＝8  

15   

13東 京  8：，01l  t：：．81l  l．11：－  †Jl  

28  

■   
16富 山  5，537  1．5：：2  135    66  

5  

67  

千？  

1ニ   

21岐 阜  8．260  2．78l  326   

二0  

7  

8  

25墟甘   8   

26京 都  1r），505  2，4〇8  2コ6  

l．433   

9  

65  

F   

31鳥 取  ニ．412  660  47  

ニ5  

13】    10   
32  

33   

36徳 島  3．736  989  78  

4   

1十  

5  

51   

Jl佐 賀  4，206  1，256  118   

42長 崎  吊，150  l，674  135      141  †小  

2コ9  

月6   

45宮 脇  5．9SO  王．ココ○  56    51  67  匹  四  54ひ  15ニー  50  10ニ  286  7こ  i9   

－＝三・＝孟  8，199  1，966  133      1：三0  140  コU  

F   

合 計  647．988  1：：5、573  】0．5コ4  253  1．04：  9．2〇9  11、899  コ．670  9．229  50．539  ：1．296  11．051  10．：45  】2．41コ  6．981  9．9：’3   

平成21年度医薬分業関係都道府県補助金  

医薬分業推進支援センターの施設・設備整備費補助  

注）平成19年度衛生行政報告例による  
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7．設備内容   

施設の設置目的を充分発揮し得るよう、前項の施設内容に応じた設備内容を有   

するものとする。   

8．複合施設化と類似施設との重複  

医薬分業推進支援センターを建設する場合、他の施設と併せて建築することは   

妨げないが、この場合それぞれの施設の機能に応じた所有区分、並びに経費区分   

を明確にすること。  

9．運営方針   

本センターは、地域における医薬分業、特にいわゆる「面分業」の推進を支援   

するため、次の事項を配慮して運営されなければならないものとする。  

（1）センターの管理運営のためにセンター委員会を設け、管理運営規定の作成  

など、管理運営に当たっての重要事項の協議を定期的に行うものとする。  

（2）使用頻度の低い調剤用医薬品の備蓄を行い、地域の薬局の求めに応じ適正  

な価格で譲渡すること。   

（3）医薬品情報を収集し、薬局だけでなく地域住民、病院、診療所に対しても  

情報の提供に努めること。  

10．経費の補助  

国は予算の範囲内において、都道府県薬剤師会及び法人格を有する郡市区薬剤   

師会がセンターの施設及び設備に支弁した費用の3分の1以内において補助する   

ことができるものとする。  

医薬分業推進支援センターの施設・設備整備費補助   

1．目 的  

医薬分業推進支援センター（以下「センター」という。）は地域における医薬   

分業を推進するため、使用頻度の低い調剤用医薬品の備蓄と薬局への譲渡、医薬   

品情報の収集と薬局、病院、診療所、地域住民に対するそれらの情報の提供、休   

日・夜間時の調剤など他の薬局が対応しにくい場合における調剤の業務を行うこ   

とを目的とする。  

2．設置主体  

本設置主体は、都道府県薬剤師会及び法人格を有する郡市区薬剤師会とする。  

3．設置基準  

本施設は、おおむね2次医療圏毎に1箇所設置するものとし、当該2次医療圏   

の面積、薬局数等に応じて施設数を増加できるものとする。  

4．設置場所  

本施設の設置場所は、地域の各薬局、住民の利用しやすさを配慮して設置する   

ものとする。  

5．規 模  
本施設の面積は、おおむね医薬品備蓄施設100rげ、医薬品情報施設80rぱ、   

調剤施設20njを標準とする。   

6．施設内容  

本センターは、設置目的を充分発揮しうる施設内容を有するものとし、各セン   

ターは地域の実情に応じ、次の部門のうちで必要な部門を有するものとする。   

（1）医薬品備蓄・譲渡部門  

使用頻度の低い調剤用の医薬品を備蓄し、薬局の求めに応じ譲渡するために  

必要なスペース。   

（2）医薬品情報部門  

医薬品情報を収集し、病院、診療所、薬局及び地域住民に対しその情報を提  

供するために必要なスペース。   

（3）調剤部門  

休日・夜間時など地域の薬局が対応しにくい場合における調剤を行うために  

必要なスペース。  
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医薬分業推進支援センターの施設、設備費の補助額の概要  

施設の機能   補助対象経費   基 準 額   

医薬品備蓄センター  調剤用医薬品の備蓄薬局へ  （施設整備）   （施設設備）  

の譲渡を行うセンター   医薬分業推適支援センター  別表基準単価  

新設又は改築のために必要な  ×基準面積  
工事費又は工事請負費及び工  

医薬品備蓄センター   施設の名称                             事事務費  
（工事施行のために直接必要  

な事務に要する費用であって  

旅費、消耗品費、通信運搬費、  
印刷製本費及び設計管理費料  

等をいい、工事費又は、工事  

請負費の26％に相当する額  

を限度とする。）   

（設備整備）   

建物の内部改装、空調に必  

要な経費及び調剤、医薬品保  

管、薬事情報収集等に必要な  

備品購入費  

基準面積：100ml  

薬事情報センター  

基準面積・80mt   

調剤センター  

基準面積 20m2   

（設備整備）  

医薬品備蓄センター  
18，209千円  

薬事情報センター  
11，970千円  

調剤センター  

14，175千円  

医薬品情報を収集し、病院、  

診療所、薬局、地域住民に  

それら情報を提供するセン  
ター  

休口■夜間時の調剤など他  
の薬局で対応しにくい調剤  
を行うセンター  

薬事情報センター  

調剤センター  

注）1．補助対象は、上記3機能を単独で有するか又は併せ持つ施設を補助対象とし、  
その場合の基準額は、各々の基準額を合算した額である。  

2．各都道府県薬剤師会に対する補助金額は、上記基準額の1／3以内である。  

別  表  

都 道 府 県 別   医薬分業推進支援センター  

基準単価表（1m2当たり）   

北海道、埼玉、千葉、東京、山梨、長野、   181，100円   

滋賀、京都、大阪、沖縄   

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、   
茨城、栃木、群馬、神奈川、新潟、富山、   172，500円  

石川、福井、岐阜、静岡、愛知、三重、   

兵庫、奈良、和歌山、岡山   

島根、広島、山口、長崎、熊本、鹿児島   163，900円   

鳥取、徳島、香川、愛媛、高知、福岡、   155，300円   

佐賀、大分、宮崎   
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